様式第１号（第11条関係）
年　　月　　日　

　小林市長　様

所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　㊞　　

参加表明書

　下記の業務等に関するプロポーザル方式による受注候補者選定について、参加表明します。

記

　業務等の名称　小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務　













担当者：
連絡先：
様式第２号（第12条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　

　様

小林市長　堀　研二郎　印　　

参加資格確認結果通知書

　下記の業務等に関するプロポーザル方式による受注候補者選定について、（　参加資格を満たしていると判断し、提案者として認定しましたので　・　参加資格を満たしていないと判断し、提案者として認定しませんでしたので　）通知します。

記

　業務等の名称　小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務　

（提案者として認定しなかった場合、その理由）












様式第３号（第12条―第14条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　様

小林市長　堀　研二郎　印　　

提案書提出要請書

　下記の業務等に関するプロポーザル方式による受注候補者選定を実施しますので、提案書の提出をお願いします。
　なお、提案書の提出を辞退される場合は、辞退届を提出してください。

記
１　業務等の名称　小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務

２　その他
　(１)　提出期限までに提案書が到達しなかった場合は、失格とします。
　(２)　提案書の作成及び提出に係る費用は、提案者の負担とします。
　(３)　提案書は、原則として返却しません。
　(４)　提出期限以降における提案書の差し替え及び再提出は認めません。
　(５)　提案書に虚偽の記載をした場合は、提案書を無効にするとともに、入札参加資格停止等の措置を行うことがあります。







様式第４号（第15条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　様

小林市長　堀　研二郎　印　　

審査結果通知書

　提案書の提出をいただきました下記の業務等について、審査の結果、（　受注候補者となりましたので　・　受注候補者となりませんでしたので　）通知します。

記

　業務等の名称　小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務　

　（受注候補者とならなかった場合、その理由）














様式第５号
質問書
　　作成日　：
商号又は名称　：
担当者名　：
電話番号　：
E-mail　：
	項番
	主題
	質問内容
	回答

	1
	
	
	（発注者使用欄）

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	


※質問がない場合は，質問書の提出は不要。
※「主題」欄に質問内容を簡潔にまとめた見出しを記入すること。
※「質問内容」欄には，質問事項を分かりやすく簡潔に記述すること。
※「質問内容」欄が不足する場合は追加すること。

様式第6号

令和　　年　　月　　日　

企画提案書提出届

　小林市長　堀　研二郎　様

所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　㊞　　


令和9年度小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務について、企画提案書を提出します。なお、企画提案書及び関係書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。


添付書類
・　企画提案書（任意様式）
・　業務実施体制図及び人員配置計画（任意様式）
・　見積書及び積算内訳書（任意様式） 
※基本委託料率及びその算出根拠・内訳を明記すること。
・その他必要に応じて補足説明資料










様式第7号

令和　　年　　月　　日　

辞退届

　小林市長　堀　研二郎　様

所在地又は住所　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　㊞　　


　下記の理由により、小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務プロポーザルへの参加を辞退します。

記

辞退する理由
	







様式第８号
令和　年　月　日

小林市長　堀　研二郎　様

住所
商号
代表者職氏名

誓約書

　当社は、小林市ふるさと納税推進業務及びプロモーション推進業務公募型プロポーザルに参加するに当たり、下記参加資格要件を満たしていること及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを誓約します。

記
参加資格
（１）地方自治法施行令（昭和22 条政令第第16 号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（２）民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続開始の申立てを行っている者（再生手続開始又は更生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。
（３）公告の日から契約締結の日までの間のいずれの日において、小林市から指名停止措置若しくは入札参加資格の取消しを受けていない者であること。
（４）小林市に納付すべき市税の滞納がない者であること。
（５）国に納付すべき消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。
（６）法人等にあっては役員等（個人にあってはその者）が小林市暴力団排除条例（平成23年条例第25号）第２条第３号に規定する暴力団関係者（暴力団員又は暴力団若しくは暴力団と密接な関係を有する者）ではないこと。
（７）個人情報保護及び情報セキュリティ管理に関して、プライバシーマーク認証若しくはISMS認証（ISO/IEC 27001）を取得していること、又はこれと同等の適切な管理体制を構築していること。
（８）過去3年間において、単年度（4月～3月）寄付額20億円以上の自治体におけるふるさと納税関連業務（同種・類似業務）を受注し、適正に履行した実績を有すること。
（９）本プロポーザル選定委員会の委員が自ら主宰、役員若しくは顧問を務めている法人その他の組織でないこと。

担当部署
担当者
電話番号
E-MAIL
